
 

平成２５年度市長施政方針 

 

Ⅰ 所 信 

平成２５年度第２回出雲市議会定例会の開会にあたり、市

政運営に関する私の所信と本年度の主要な施策、主要事業に

ついて申しあげ、議員並びに市民の皆様のご理解とご協力を

賜りたいと存じます。 

このたびは、引き続き２期目の市長の重責を担わせていた

だくこととなりました。１期、４年間において積み残した課

題、新たに取り組むべき目標を整理する中で、日に日にその

責任の重大さを痛感しているところであります。これからの４

年間、全身全霊を捧げて、市政運営にあたる所存でありますの

で、今後ともよろしくお願い申しあげます。 

 

Ⅱ 市政の基本方針 

１．出雲未来図 

では、初めに、市政運営の基本的な考え方につきまして、申

し述べたいと存じます。 

昨年度、今後１０年間の市政の指針として、新たな出雲の

國づくり計画「出雲未来図」を策定しました。この計画では、
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「市民が主役のまちづくり」、「地域特性が光るまちづくり」、

「自立するまちづくり」を基本理念とし、まちづくりの将来

像を「げんき、やさしさ、しあわせあふれる縁結びのまち 出

雲」と定めました。 

この将来像は、地域経済、市民生活を支える産業の振興を

図るとともに、個人の能力を生かせる多様な就業機会の確保

に努める「元気で活力あるまちづくり」と、防災・環境・健

康福祉・子育て・教育など施策の充実による「安心して幸せ

に暮らせるまちづくり」を進めたいとの思いを表現したもの

であります。 

本市は、古くから共通の文化圏、経済圏を形成する地域が

一体となり現在の形となりました。この地に住む人々は、勤

勉さと優しさ、人とのつながり、縁を大切にする出雲人とし

ての気質を残しています。東日本大震災を経て、人と人との

絆、地域の絆の大切さが見直されている今、この出雲の良さ

が改めて評価されるときが来たと感じています。出雲に住ん

でいることに誇りと愛着を持ち、出雲らしさを生かしたまち

づくりを進めていくことが大切だと考えております。 

２．重要なポイント 

続いて、本市の将来像実現に向けた各種施策の実施にあた

り、ポイントとなる２点について申し述べます。 

 
- 2 - 



(1) 開かれた市政の更なる推進 

１点目は、開かれた市政の更なる推進についてであります。 
地方分権、人口減少や少子高齢化、行財政改革などの課題

に対応するためには、「市民が主役のまちづくり」を今まで以

上に進めることが必要だと考え、市長就任以来、住民参加型

システムの構築に努めてまいりました。今後も引き続き、市

長ポストや市長面会日、まちづくり懇談会など広聴機能の充

実を図ります。 
さらに、市の財政状況、出資団体や公共施設の運営状況の

公表など、徹底した情報公開を推進するとともに、広報紙、

ホームページ、ソーシャルメディア、新聞など様々な媒体に

よる情報発信の強化を図ります。 
また、懸案となっております自治基本条例については、「市

民が主役のまちづくり」の指針となるものであり、さらに理

解を深めていただくよう努めてまいります。 

(2) 財政の健全化 

２点目は、財政の健全化についてであります。 
本市の財政状況は、公債費の高止まりや少子高齢化などに

よる扶助費の増加に加え、歳入の約３割を占める地方交付税

が、合併特例加算措置の縮減などにより、今後大幅に減少す

ることが見込まれ、極めて厳しい状況にあります。 
このことを踏まえ、次世代に高負担を強いることのない持
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続可能な財政構造へ転換するため、昨年度、今後１０年間を

見据えた出雲市財政計画を策定いたしました。 
この計画を着実に実行し、将来にわたり安定的な行政サー

ビスを提供していくため、総人件費の更なる抑制や管理経費

の徹底した削減を行います。一方で、事業の選択と集中によ

る公共事業費総枠の適正化、公共施設の統合再編、受益者負

担の適正化及び行政の事業領域・サービスの担い手の検討な

どを進めてまいります。歳入面においては、自主財源の根幹

をなす市税等の収入確保は極めて重要であり、市税をはじめ、

各種料金の収納率向上と未収金の縮減のため、数値目標を掲

げて取り組みます。 
また、本年度は、常設型の組織として行財政改革審議会を

立ち上げ、２１世紀出雲市行財政改革大綱の見直しを行うと

ともに、新たな実施計画を策定し、着実な実行を図る考えで

あります。 

以下、「出雲未来図」の将来像の実現に向けて、重点的に取

り組む４つの戦略プロジェクトに沿って、市政２期目に取り

組む主要施策・主要事業についてご説明申しあげます。 

 

Ⅲ 主要施策・主要事業 

１．雇用創出２，０００人プロジェクト 

第１に、産業振興と多様な就業機会の確保に努める「雇用
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創出２，０００人プロジェクト」についてであります。 

(1) 商工業 

まず、商工業については、経済のグローバル化が進展する

中、製造業や医療・研究機関が集積する本市の特性を生かし

た施策に取り組み、地域外需要の獲得により地域経済の循環

拡大を図り、足腰の強い地場産業を育成し、雇用の創出をめ

ざします。 

この方針のもと、経営者やその後継者の資質向上、技術者

の育成など、地場産業の企業力強化に不可欠な人材の育成支

援に努めてまいります。 

また、小規模事業所が多い本市の商工業振興のため、市内

商工団体や県信用保証協会等を構成団体とする中小商工業者

支援連絡協議会を設立し、事業所の経営課題を共有化するこ

とで、各団体がコンサルティングや支援アドバイザーの派遣

に取り組み、事業者の経営の安定化を図ります。 

さらに、県の中小企業制度融資の信用保証料補助について、

資金繰り対策を強化するため、一部限度額を引き上げます。 

商店街の再生・活性化を図るため、商業環境や空き店舗対

策を継続するとともに、中心市街地活性化基本計画や東部都

市拠点地区の旧石橋酒造の利活用策などを地元関係者と検討

します。 

製造業については、特に地場企業の情報把握に努め、中海・
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宍道湖圏域の連携のもと企業情報のデータベース化に取り組

み、圏域内の企業間の連携促進による取引拡大を図ります。

本市に集積する医療・研究機関との産学連携や、農商工・異

業種連携による新たな技術を活用した製品・サービスの創出

に努めてまいります。 

また、新たな産業拠点と位置づける「（仮称）斐川中央工業

団地」の平成２７年１月分譲開始に向け、造成工事に着手す

るとともに、引き続き積極的な企業誘致に努めてまいります。

一方、中心市街地へのＩＴ関連などソフト産業系業種の誘致

にも積極的に取り組みます。 

市民ニーズの高い雇用対策については、国の緊急雇用創出

事業を活用し、離職者に対して就業の機会を提供するととも

に、人材育成と雇用の拡大を図るため、求職者や事業主を対

象とした雇用創造推進事業に取り組みます。あわせて、出雲

地区雇用推進協議会やジョブ・ステーション出雲を中心に、

若年層の職業意識の向上や就業相談、就職後のフォローアッ

プなどにも取り組みます。 

(2) 農林水産業 

次に、農林水産業については、本市発展の基礎となる重要

産業であり、地域振興の要であります。担い手確保を最重点

の課題として、中長期的展望に立ち、継続的に発展できる仕

組づくりに取り組みます。 
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土地利用型農業を中心とする農業の担い手問題については、

農業団体との連携のもと、コミュニティセンター程度の範囲

で地域ごとの担い手や農地の利用の状況を精査し、地域の核

となる経営体の確保や新規就農を加速します。特に本市では、

若い世代の就農希望者が増えており、アグリビジネススクー

ルや国・県の青年給付金制度を活用し、次世代を担う農業者

の育成を積極的に進めてまいります。 

特産品については、本市を代表するブランド品のぶどうに

ついて、リース方式のハウス団地整備に着手し、生産規模の

拡大と後継者の確保を図ります。柿・いちじくについても、

生産構造や流通上の課題に即した一層の振興策を検討します。 

農産物の生産・加工・販売を一元的に行う農業の６次産業

化については、ビジネスモデルとして佐田地域で取り組まれ

る特産物を生かしたコミュニティビジネスを支援し、地域全

体の活性化を図ります。 

林業の振興については、森林の適正な管理を行うため、市

公有林を中心に作業道を整備し、造林木の搬出と松くい虫被

害跡地への植栽を推進し、森林の再生を図ります。また、森

林組合を中心的な担い手としつつ、新たに市民参加による間

伐材搬出の仕組を導入し、森林管理体制の充実につなげてま

いります。 

松枯れ対策については、樹幹注入と伐倒駆除を柱とする防
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除対策を集中的に推進します。 

また、シカ、イノシシなどの野生鳥獣被害対策については、

国の捕獲奨励金増額制度の活用や県との連携により、捕獲を

さらに強化するとともに、防護ネットや電気牧柵などの施設

による防除対策の充実を図ります。 

水産業の振興については、主要な港ごとに、担い手問題を

はじめとする課題や関係者の意向を踏まえた漁業のあり方を

議論し、地に足のついた振興策を検討します。また、魅力あ

る漁業の実現に向けて、成果のあったアカアマダイを中心に

栽培漁業の強化をめざします。内水面漁業においては、シジ

ミの生産量の増加に向けた支援を行うとともに、引き続き県

や漁業関係者と資源再生の検討を進めてまいります。 

２．定住人口キープ１７万人プロジェクト 

第２に、本市に住み続けたい、住んでみたいと思っていた

だけるまちづくりを進める「定住人口キープ１７万人プロジ

ェクト」についてであります。 

「出雲の真のブランド化」については、市民一人一人が出

雲への愛着と誇りを持てるよう、市民委員会を中心に、「大好

き☆出雲！」を合言葉に、地域の魅力を再発見し、情報発信

に引き続き取り組みます。 

また、新たな出雲の魅力創出として、竹内まりやさんから、

ふるさと出雲への思いを込めた楽曲を提供いただき、夏には
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ＣＤが完成する予定であります。多くの市民の皆様が気軽に

親しみ、様々な場面で活用いただくことを期待しています。 

次に、地域コミュニティ活動の推進についてであります。 

防災意識の高まりや少子高齢化、人口減少への対応が求め

られる中、地域活動の担い手育成など地域の元気を高める取

組が必要とされています。 
そこで、コミュニティセンターについては、市民の地域活

動拠点として更なる活用を促進するとともに、施設整備とし

て、四絡コミュニティセンターの建築工事に着手します。 

地域コミュニティ活動の基礎となる自治会の加入促進では、

引き続き、特に加入率の低い地域を重点的に支援します。 

また、少子高齢化と過疎化が著しく進む地域への対策とし

て、過疎地域支援センターを佐田支所に設置するとともに、

過疎地域支援専門員を配置し、元気の出る地域づくりを支援

します。 

機能維持が困難になっている集落への支援では、集落支援員

による話合いの促進や共同作業への集落応援隊の派遣に取り

組みます。 

一方、定住支援については、定住情報の充実を図るととも

に、定住支援住宅建築・リフォーム助成制度を活用し、効果

的にＵ・Ｉターンを促進します。 

人口減少の要因の一つとなっている未婚化・晩婚化への対
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策としては、縁結びプロジェクトとして、結婚相談や男女の

出会いの場の創出など結婚支援に新たに取り組んでまいりま

す。 

３．交流人口１，０００万人プロジェクト 

第３に、本市の豊かな歴史・文化・自然資源を最大限に生

かす「交流人口１，０００万人プロジェクト」についてであ

ります。 

現在、出雲大社「平成の大遷宮」には全国から多くの参拝

客、観光客が訪れており、地域の皆様や観光関係者のおもて

なしの取組が展開されています。遷宮後も、引き続き多くの

方に出雲にお越しいただけるよう、ボランティアガイドを支

援し、観光客の満足度を高めるなど、より質の高い官民一体

となったおもてなしをめざします。 

また、昨年度認定した「地域が誇る観光スポット」に対す

る地域の活動を支援するとともに、スポーツイベントや各種

施設を活用し、新たな誘客を図ります。 

加えて、市内小中学生を「（仮称）出雲子ども観光大使」と

して、修学旅行先で出雲の良さをＰＲする取組を小中学校と

ともに進めてまいります。 

さらに、秋には東京ディズニーリゾートのキャラクターに

よるパレードを誘致し、県内外からの誘客を図ります。 

このほか、外国人観光客対策として、誘客につながる助成
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制度を設けるとともに、外国語表記の看板整備などに取り組

みます。 

大社門前町の整備については、引き続き県事業である神門

通りの整備や、国道４３１号勢溜周辺の歩道整備を促進しま

す。また、観光客の滞在時間の拡充のため、宿泊機能などの

充実について検討を進めてまいります。 

文化財保護については、出雲大社の出土品等収蔵施設建設

事業を支援するとともに、鰐淵寺の遺跡調査を継続し、国史

跡の指定をめざします。国史跡田儀櫻井家たたら製鉄遺跡に

ついては、たたら跡の埋蔵文化財調査を進めてまいります。 

次に、広域連携についてであります。 

昨年４月に発足した中海・宍道湖・大山圏域市長会につい

ては、各地域が有する特徴的な資源や優位性を有効活用する

とともに、連携を強化し、観光、産業及び環境分野を柱とし

た圏域の一体的な発展をめざします。 

また、大田市や出雲の國・斐伊川サミットを通じた雲南市、

奥出雲町、飯南町などとの様々な連携により、広域観光の情

報発信や文化交流等を推進します。 

国際交流については、青少年の海外派遣事業に加え、外国

人居住者と市民がともに理解を深め、助け合う多文化共生の

取組を支援します。本年７月には日米草の根交流サミットし

まね大会のオープニングセレモニーが本市で開催され、県内
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各地でも様々な交流が行われる予定であります。 
地域間交流を支える公共交通ネットワークとして、バス交

通については、地域で組織された運行協議会と協議を進め、

地域の実情や利用実態等を考慮しつつ、より多くの利用が見

込まれる運行形態の整備を図ります。 

一畑電車については、県、松江市とともに策定した支援計

画に基づき、鉄道の基盤部分の整備を中心に支援を行うとと

もに、事業者と協力しながら利用促進を図り、路線の維持に

努めてまいります。 

出雲縁結び空港については、空港周辺の環境に配慮しつつ、

機能強化を関係機関に働きかけるとともに、２１世紀出雲空

港整備利用促進協議会を通じて、利便性の向上に取り組みま

す。 

このほか、関係機関と連携し、山陰新幹線や中国横断新幹

線の導入についても推進します。 

山陰自動車道については、昨年４月に出雲インターチェン

ジ以西の市内すべての区間が事業化されました。今後は更な

る整備促進を国に強く働きかけてまいります。 

境港出雲道路については、関係する自治体などとの広域連

携のもと、整備促進をめざします。 

また、国道４３１号などの県管理国道や主要地方道出雲三

刀屋線をはじめとする県道についても、改良整備の促進を県
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に強く要請してまいります。 

街路整備については、出雲地域では、上成新町
じょうなりしんまち

線のほか４

路線と県事業の出雲市駅前
えきまえ

矢尾
や び

線、平田地域では、元町
もとまち

中の

島線と県事業の中町
なかまち

瑞穂
み ず ほ

大橋
おおはし

線の整備を推進します。 

また、市道来
くり

原
はら

線「大津里
お お つ さ と

道
みち

踏切」の緊急安全対策を引き

続き実施するとともに、主要な市道整備については、第１次

幹線市道整備１０か年計画に基づき、２３路線の道路改良を

進め、そのうち４路線の本年度完成をめざします。生活道路

や下水路については、第２次３か年計画に基づく整備を進め

るとともに、平成２６年度からの第３次３か年計画を策定し

てまいります。 

４．住みやすさＮo．１プロジェクト 

第４に、市民の皆様が安心して子どもを育て、働き、暮ら

せるまちづくりを進める「住みやすさＮo．１プロジェクト」

についてであります。 

(1) 安全・安心 

まず、安全・安心のまちづくりについてであります。 

原子力災害対策については、昨年度、地域防災計画原子力

災害対策編や広域避難計画を策定しました。今後、県や広域

避難先自治体と協議し、その具体化を進めてまいります。 

また、原子力発電所の安全対策などに周辺自治体の意見が
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反映されるよう、引き続き中国電力や県をはじめとする関係

機関に求めてまいります。 

緊急情報伝達システムの整備については、佐田・多伎地域

に加え、本年４月から湖陵・出雲南部地域で防災行政無線の

運用を開始しました。本年度は、様々な情報伝達手段を一括

して処理できるシステムの構築を図り、迅速かつ正確な伝達

に努めてまいります。 

災害時の防災拠点となるコミュニティセンターには、非常

用発電機や特設公衆電話回線を整備し、地域の防災力の強化

にも努めてまいります。海岸部においては、地域の皆様とと

もに地域津波避難計画を策定します。 

消防救急体制については、被害の軽減と救命率の向上をめ

ざした職員の資質向上を図り、大規模災害等に対処するため、

緊急消防援助隊などの体制強化に努めてまいります。 

斐伊川・神戸川治水対策については、基本計画に同意して

から３１年、総事業費２，５００億円を要した念願の斐伊川

放水路が本年６月に完成します。これにより、上流の志津見・

尾原ダムに続き、中流域の治水事業が完了し、本市の治水安

全度は格段に向上します。引き続き、大橋川改修事業の推進

を国に強く要請してまいります。 

また、分水同意条件である新内藤川、赤川をはじめとする

県管理河川の整備についても、引き続き県に強く働きかけて
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まいります。 

また、近年、登下校中の児童生徒が関わる交通事故・事件

が全国的に多発していることから、安心して通学できる環境

を整備するため、学校や地域と連携し、交通事故防止注意表

示の設置等により、交通安全意識の高揚を図るとともに、市

道の路側帯強調等の安全対策、防犯灯の重点整備を実施して

まいります。 

地域課題となっている空き家対策については、その適切な

管理を促すための条例制定を検討します。 

また、住宅リフォーム助成事業については、住環境の向上、

地域経済の活性化のため、事業費の拡充を図り、リフォーム

ニーズの高い、高齢者・子育て世帯にも対応してまいります。 

続いて、市民の健康を守る施策についてであります。 

子育て支援については、子ども・子育て会議を設置し、国

の新制度と地域課題に対応した事業計画の策定準備を進めて

まいります。 

保育所の待機児童の解消及び保育環境の充実のため、認可

保育所の定員拡大や認可外保育所への支援を行うほか、臨床

心理士による保育所・幼稚園への巡回相談により、就学前の

乳幼児の発達支援を拡充します。 

健康づくりの推進については、出雲市健康増進計画に基づ

き、健康づくり活動の充実を図ります。 
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感染症対策では、高齢者の肺炎対策として実施している、

肺炎球菌ワクチンの接種助成対象年齢を引き下げ、対象者を

拡充します。心の健康については、自殺予防の普及啓発に努

めてまいります。 

がん対策については、初期がんを発見しやすいヘリカルＣ

Ｔによる肺がん検診や、原因ウイルスであるＨＰＶの検査を

併用した子宮がん検診など、最新の知見に基づく検診を実施

するとともに、受診率の向上に努めてまいります。 

母子保健対策では、発達障がいなど支援が必要な子どもた

ちのサポート体制を強化します。さらに、乳幼児健診や健康

相談などの母子保健事業の提供、支援が必要な子どもたちの

ネットワークを支える拠点などの機能を備えた施設の整備を

早急に検討します。 

障がい者福祉については、福祉サービスの利用を促進し、

地域社会との繋がりを持ち、充実した暮らしができるよう支

援に取り組みます。 

高齢者福祉については、高齢者が住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けることができるよう、介護予防事業や増加傾向

にある認知症高齢者の支援体制の充実に努めてまいります。 

認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴い、成年後見

制度の必要性が一層高まっており、本年度から市民後見人の

養成に取り組みます。 
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また、介護サービスについては、新設した認知症高齢者グ

ループホーム家賃等助成事業により、低所得者の負担軽減を

図るとともに、施設の充実に努めてまいります。 

地域福祉については、大規模災害時に備え、災害時要支援

者ネットワーク事業の充実を図ります。 

市立総合医療センターについては、高度急性期病院や地域

の医療機関、介護保険施設等と連携しながら、市民の生命と

健康を守る基幹病院として、救急医療や回復期リハビリテー

ション、療養医療を提供し、患者の在宅復帰を支援します。 

また、引き続き経営改善に努めるとともに、「ＰＥＴ－ＣＴ」

によるがん検診等により、予防医療の充実、病気の早期発見、

早期治療に取り組みます。 

(2) 人材育成 

次に、人材育成のまちづくりについてであります。 

まず、教育行政については、家庭、地域、学校の連携のも

と、児童生徒一人一人の生きる力を育む教育、一人一人を大

切にする教育、地域に開かれた信頼される学校づくりに努め、

本市の未来を担う人材の育成を進めてまいります。 

一方、国では、地方教育行政の権限と責任を明確化するた

めの提言が出されており、教育行政の基本構造を大きく転換

する議論が進められようとしています。具体的な制度設計を

担う中央教育審議会の動向を注視してまいります。 
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また、本年４月に教育政策審議会から受けた答申を基に、

第２期教育振興計画の策定に取り組みます。 

小中学校及び幼稚園の再編については、関係地域で検討委

員会を設置していただき、具体的な協議を進めてまいります。 

地域学校運営理事会については、小中学校での取組に加え、

新たに幼稚園版の運営協議会制度を立ち上げ、幼稚園と保護

者、地域団体、有識者等が一体となった魅力ある幼稚園づく

りを推進します。 

各学校においては、道徳教育や様々な体験学習等を通した

心の教育を積極的に進めてまいります。また、児童生徒を対

象にアンケート調査を実施し、その結果を基に、よりよい学

校生活を送られるよう支援します。 

学校施設の整備については、耐震化対策を優先し、整備を

進めるとともに、老朽化した校舎などについても計画的に改

築等を実施してまいります。 
学校給食については、安全・安心な給食を基本としつつ、

「おいしい出雲の一日」など地産地消を積極的に進めるとと

もに、アレルギー食材の除去食や代替給食の提供に努めてま

いります。 
青少年の育成・支援については、子ども･若者支援センター

を拠点に、様々な困難を抱える子ども・若者やその家族の相

談や支援に取り組むほか、中学生議会の開催などいずも子ど
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もウィークを実施します。 

放課後の児童対策については、地域の主体的な運営により、

児童クラブ事業と放課後子ども教室推進事業に取り組みます。 
出雲科学館においては、小中学校の理科学習の更なる充実

を図るとともに、幼稚園児を対象とした理科体験出前教室に

も取り組みたいと考えております。 
次に、生涯学習については、講座の充実を図るとともに、

旧宍道邸を「（仮称）和文化交流センター」として整備するな

ど、市民の主体的な学びを支援します。 

市民との協働については、まちづくりの担い手である市民

や市民団体が、自主的・主体的な地域活動に取り組んでいた

だけるよう、ＮＰＯ等への支援や連携協力を推進します。 

図書館については、市内７館のネットワークを有効に活用

し、情報拠点としての機能の充実に努めてまいります。 

芸術文化の振興については、出雲総合芸術文化祭など、市

民の皆様が芸術文化に接する機会を提供し、積極的な参加促

進を図ります。 
また、スポーツについても、天皇賜杯全日本軟式野球大会

や大相撲出雲場所の開催を支援するとともに、一層の振興を

図ります。 
男女共同参画については、第３次男女共同参画のまちづく

り行動計画を基に、引き続きその実現に向けて取り組みます。 
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人権・同和教育については、様々な人権問題の解決が図ら

れるよう、教育、啓発に一層努めてまいります。 

(3) 環 境 

最後に、環境のまちづくりについてであります。 

環境施策の推進については、市、事業者、市民が一体とな

って、ごみの減量と再資源化の推進などの取組を着実に実行

してまいります。 
地球温暖化防止対策の推進については、急速充電スタンド

を追加整備し、電気自動車の普及を促進します。 
また、次期可燃ごみ処理施設の整備については、施設計画

概要を整理し、建設用地の選定調査に着手します。 
新エネルギーの利活用のうち、太陽光発電については、こ

れまでの住宅用のシステム設置助成に加えて、民間事業者が

公共施設の屋根を使って発電を行う屋根貸し事業を検討しま

す。また、引き続き、メガソーラー事業の候補地選定や事業

化を検討している民間事業者への支援に取り組みます。 
木質バイオマスについては、林地残材等の活用を促進する

ため、本年３月、ゆかり館へ木質チップボイラーを導入しま

した。二酸化炭素排出量や維持管理費の削減効果等の検証を

行ったうえで、他の公共施設への導入を検討します。 

上水道については、水の安定供給を図るため、新向山
しんむこうやま

系基

幹管路の整備や、大社中
なか

山
やま

地区及び平田苅藻谷
か り も だ に

地区の水道未
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普及地域の解消に取り組みます。また、向山配水池
むこうやまはいすいち

の耐震化

対策を検討します。 

簡易水道については、引き続き、須佐簡易水道の浄水施設

整備や、河下広域簡易水道等の上水道への統合整備を進める

ほか、鷺
さぎ

浦
うら

・猪目
い の め

簡易水道の統合に着手します。 

また、二つの水道事業体が存在する出雲市水道事業と斐川

宍道水道企業団の体制については、経営の合理化や市民負担

の統一を図るため、統合に向けた協議を具体化してまいりま

す。 

下水道については、公共下水道事業を計画的に推進すると

ともに、斐川地域の阿宮
あ ぐ

地区では農業集落排水事業を、平田

地域の美保地区では小規模集合排水事業を引き続き進めてま

いります。 

 

ここまで、４つの戦略プロジェクトに沿って主要施策につ

いて述べました。これらのほか、継続した課題となっており

ます都市計画税や雇用促進住宅の取扱については、年内には

判断をしたいと考えております。また、いりすの丘の再生、

旧庁舎跡地や古志採石場跡地の利活用についても、引き続き

検討します。 
また、今後の取組として、全国へ向けた出雲ブランドによ

る「出雲」の魅力の情報発信や、出雲市民の一体感を高める
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ため、市内の施設を拠点とするプロスポーツをめざすチーム

への支援、出雲を舞台とした映画の製作や関連するイベント

の開催、出雲の歴史や自然をテーマにした作品の募集・表彰、

出雲弁を活用した新たな情報発信の取組などについて、検討

を進めてまいります。 
 

Ⅳ 平成２５年度６月補正予算の概要 

次に、平成２５年度６月補正予算の概要についてご説明申

しあげます。 
今回の補正予算は、国の切れ目ない経済対策の実施に呼応

した平成２４年度３月の追加補正予算、骨格である当初予算

に続く第３段の予算として、将来像実現のための戦略プロジ

ェクトに取り組むべく、政策予算の編成を行ったところであ

ります。 
補正予算額は、一般会計で１１億６，５００万円、特別会

計では、簡易水道事業及び農業・漁業集落排水事業で１億 
５，８００万円であります。現行予算及び今回の補正予算を

含めた総額は、一般会計で７３７億１，５００万円、特別会

計では４７２億７，１１８万円であります。 
 

Ⅴ 結 び 

以上、２期目の市政のスタートにあたり私の所信を申し述
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べました。この２期目は、「出雲未来図」の将来像実現に向け

て着実に各種施策を推進するとともに、自立した安定的な自

治体運営をめざし、行財政改革を進めてまいります。これら

を同時に進めるには、市民の皆様のご理解、ご協力が欠かせ

ないものであり、そのためには、「開かれた市政」として進め

てまいりました情報公開と広報広聴機能の更なる充実を図り、

公正性、透明性を高め、市民の皆様から信頼される市役所で

あることが必要であります。 
また、本市の経済活動、市民生活に様々な形で影響を与え

るＴＰＰ交渉への参加、アベノミクスと呼ばれる経済政策、

消費税増税など、その動向を注視し、適切な対応が求められ

るものが数多くあります。 
市民の皆様の声や、時代の潮流に敏感かつ柔軟に対応し、

自ら知恵を出し汗をかく行政となることが一層求められてい

ます。 
折しも、出雲大社では６０年ぶりに遷宮が行われ、去る５

月１０日には「本殿遷座祭」が厳かに執り行われました。遷

宮には、御本殿の御修造だけではなく、原点に立ち返り、次

の世代に文化や技術を継承していくという意味もあると言わ

れています。 
私も、行政の果たすべき役割とは何かを改めて考え、今な

すべきことをしっかりと実行し、次世代を担う子どもたちが
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それぞれの夢を実現できる環境を創りあげるため、全力を尽

くして働くことをお誓い申しあげ、本年度の施政方針といた

します。 
 

平成２５年（２０１３）５月２７日 
 

             出雲市長 長 岡 秀 人 


